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研究成果の概要（和文）：本研究では、各国の議員交代率に注目し、小選挙区制のもとで二大政党制をとるイギ
リス、カナダを日本の比較対象として取り上げ、議員交代率がもたらす帰結とその要因の分析を試みた。研究の
過程では、議員交代率のブレは、政党地方組織の基盤と強い関係をもつことが明らかにされた。マルチレベルの
政党組織への注目を通じて、日本とカナダの政党政治の類似性を明らかにし、またイギリス、カナダ、日本の政
党政治にかかわる多くの研究成果を公表した。

研究成果の概要（英文）：This study examines the impacts and the causes of legislative turnover rate 
in countries with the electoral rule of single member district and two-party system, comparing with 
the Japanese case. It found that high legislative turnover is caused with weak local party 
organization and that party politics in Canada and Japan has lots of similarities in terms of local 
party organization and its impact of legislators’ behavior. 

研究分野： 政党政治
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本の政治改革ではイギリス型の二大政党制が目指されていたと思われるが、日本の選挙制度改革によってもた
らされたのは、カナダ型、激変型の二大政党制であった。後者の二大政党制は、弱い政党地方組織を特徴とする
ものであり、本研究は、カナダの政党政治と日本の政党政治に従来あまり注目されることのなかった類似性が存
在することを明らかにし、それを通じて今後日本や各国の政党政治を捉える上での新たな視角を提起した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 

 
 2009 年と 2012 年の総選挙は、選挙による政権交代をもたらしたという意味で、日本の政党
政治にとって画期的なものであった。政権交代の可能な政党システムの創設は、1990 年代の政
治改革で目指された目標であり、それは小選挙区制の導入によって実現されたといって良いで
あろう。ただそこには当初必ずしも十分に予想されていなかった結果が付随していた。すなわ
ち議席の激変、与党の大敗という現象である。2009 年の自民党は、解散時の 300 から 112 ま
で議席を減らし、2012 年選挙時の民主党は、231 から 57 へと大量に議席を失ったのである。 
 日本の政治改革において目指されたのは二つの主要政党が拮抗するイギリス型の二大政党制
であったと思われるが、その政権交代は、一方の政党がしばしば地滑り的に勝利し、野党が議
会内で小規模な勢力に留まるカナダのような形で実現したのである。Matland & Studler
（2004）は各国の議員交代率（数回の選挙の平均値）を選挙制度の違いから説明しようとした
比較計量分析だが、そこでは二大政党制の国々の議員交代率は、アメリカ 15.1％、オーストラ
リア 20.0％、イギリス 24.3％、カナダ 46.9％というようにカナダが突出して高く、その中間
に比例代表制の国々が挟まれることが示されている。日本については、中選挙区制時代の議員
交代率は非常に低く、選挙制度改革以降も 05 年選挙まではほぼ変化がなかったが（1953 年選
挙から 2005 年選挙までの平均は、27.3％）、09 年、12 年の政権交代選挙においてはこれに大
きな変化が生じ、カナダに匹敵する議員交代率が示されたのである（それぞれ 44.6％、55.6％）。 
 そして 09 年、12 年の政権交代は、議員交代率（legislative turnover）の大きさ、議席変動
の大きさが、新政権や選挙後の政党間対立のあり方に大きな影響を及ぼすことを強く印象付け
るものであった。新たな政権党は経験値の低い大量の新人議員を抱えて政策形成を行うことに
なったし、野党は政権を揺さぶる議席数をもたないために、コアな支持層を固めるべくその主
張を先鋭化させたように思われるからである。そこで現実化したのは、一定の安定的な基盤と
政策形成能力を保持した二つの主要政党が、中位投票者をめぐって穏健化しつつ競争するとい
う、二大政党制の帰結として、政治学においても一般的にも広く受容されてきた予想とは異な
る様相であった。 
  
 
２． 研究の目的 
 
政治改革以降の日本政治に対するこうした問題関心から、本研究は計画された。具体的には

第一に、議院内閣制において、議員交代率、議席変動の大きさは、新たな政権の政策パフォー
マンスや新たな議会での政党間対立にどのような影響を及ぼすのか、第二に、議員交代率の違
いをもたらす要因にはどのようなものがあるのか。各国の政治制度の違いがいかなる程度の議
席変動をもたらすのか、という二つの問に答えるべく、日本の政治改革でモデルとされたいわ
ゆる「ウェストミンスター型」の国々と日本の比較を行うこと、「ウェストミンスター型」とい
う理念型と各国の政治実態にはズレがあり、「ウェストミンスター型」と総称される国々のシス
テムにはかなりのバリエーションがあり、その結果、政治的なパフォーマンスにもかなりの差
異を生み出してきたことを明らかにしようとした。 
 
３．研究の方法 
 
 このような目的を達するため、本研究では主に３つの方法で研究を進めてきた。 
第一に、「ウェストミンスター型」の理念型とされてきた英国政治の近年の動向を、特に理念

型とのズレ、またそのようなズレがなぜ生じるのかについて、主に文献研究によりながら明ら
かにしてきた。 
第二に、議員交代率の高さに特徴的なように、イギリス型とは異なる二大政党制の在り方の

典型例としてカナダ政治に注目し、その政党政治の動態を明らかにしようとしてきた。カナダ
政治に関しては、イギリス政治ほどには先行研究も蓄積されておらず、また限られた先行研究
の多くは地域主義、多文化共生等に焦点を当てたものであり、政党政治、議院内閣制、議会政
治の実態は十分に明らかにされてこなかった。そこでカナダについては、政党関係者やカナダ
政治研究者へのインタビュー調査を行い、「ウェストミンスター型」からのズレという観点、特
にマルチレベルの政党組織形成の観点からその実態を明らかにしようと試みた。 
 第三に、日本については国会議員へのアンケート調査を通じてその実態を明らかにしようと
した。具体的には、読売新聞との共同調査として 2016 年 10 月～12月にかけて自由民主党国会
議員、民進党国会議員に対してアンケート調査を実施した。実施に当たっては、回収率向上を
目指すために読売新聞社と協力した。 
 
４．研究成果 
 議員交代率は、カナダの政党政治、議院内閣制の動態に大きな影響を及ぼしている。激変型
の選挙、政権交代は本研究計画の研究期間中、2015 年選挙においても繰り返され、カナダ政治
に独特の不安定感をもたらしていると思われる。激変型の特徴は、カナダ独特の地域主義を基
盤とした政党組織のあり様に起因するものであろう。カナダにおけるインタビュー調査などを



通じて明らかにされたことは、カナダ主要政党の政党組織が独特な特徴を備えていることであ
り、地方組織の基盤の脆弱性が社会経済的、国際環境等、外的な変動を反映した形での選挙結
果の大規模なブレに結び付いてきたのではないかということであった。これは日本の政党組織
の特徴とも類似しており、2009 年、2012 年という 2回の総選挙における日本の激変型の選挙結
果についてもかなりの程度カナダと同様の過程として説明可能なのではないかと思われた。 
このようにカナダの調査と日本の比較を通じて、研究チームは議員交代率と政党組織との関

係をある程度明らかにしてきた。ただそうした研究の過程では、議員交代率という現象それ自
体は、様々な要因の複雑な絡み合いによって生じる選挙結果そのものというべきであり、一般
化の困難な現象であることも示されたといえよう。本研究を行う過程で研究チームはそのこと
を改めて認識し、本研究の成果を生かしつつ、より核心的で一般化可能性の高い現象と考えら
れる政党組織の特徴を対象とした分析へ発展させていくべきことを確認した。 
 このように本研究では、議員交代率の帰結、要因そのものについて十分な発見を行うには至
らなかったが、研究遂行の過程では各国の政党政治についてのさまざまに重要な知見を得るこ
とになったと考える。具体的には、カナダ政党政治についてのヒジノと城戸の一連の研究成果
がそれである。カナダの主要政党組織については、これまで必ずしも十分な基礎情報が得られ
てこなかったが、ヒジノと城戸は、インタビュー調査などを通じて政党組織と議員活動の実態
把握を行うことにある程度成功した。カナダ政党政治については、現在進行形の研究でもあり、
研究期間中に取りまとめることが叶わなかったものもあるが、今後、本研究の成果として纏め
られるものと考えられる。またカナダの政党政治、特にマルチレベルの制度と政党組織の関係
については、日本政治分析への示唆を得ることが大きく、建林、待鳥、濱本らの日本政治研究
の成果として生かされたものと思われる。 
 イギリスの政党政治を再考する過程では、近藤による一連の研究成果がもたらされた。イギ
リスの近年の政治変動は、いわゆる「ウェストミンスター型」の枠組みが、分析道具としては
限界を持つことを示しているようにも思われる。近藤はマルチレベルの制度論の観点からこの
問題に取り組みつつイギリスの変化について一定の説明を提起した。 
 最後に、日本の国会議員調査を通じて、日本の主要政党の政党組織に関する最新の情報を収
集するとともに、その行動を分析した一連の研究成果を得た。まず議員調査は、回収率を上げ
るという目的から読売新聞との共同調査として、2016 年 10 月～12月にかけて実施したが、調
査対象へのフィードバックが今後の協力を得るためにも必要との観点から、2017 年 3 月には、
記述統計の整理を中心とした研究報告書『京都大学・読売新聞共同議員調査（2016 年 10 月～
12 月実施）調査結果報告書』を纏め、調査対象たる国会議員全員に郵送配布した。またその後、
研究分担者がそれぞれにデータ分析を行い、研究発表を行った。森、曽我、濱本、建林の論文、
書籍、学会報告は、このデータ分析による成果である。 
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